Reference Review 53-3 号の研究動向・全分野から by 小林 伸生
















間を 1 年強前倒しする形で、2007 年 3 月 15














































（支援企業 100 社、債権買い取り金額 10 兆
円）を大きく下回る 41 社、買取金額約１兆
円に留まったこと、②前項の原因として、債
権買い取り価格の妥当性・説得性の乏しさ（こ
れは、３年間の再生計画の段階で損失を回避
したいという機構の特性上、長期的視野に立
った評価が出来なかったことに起因すると指
摘）、また③申請金融機関の偏り（国有化銀
行・合併銀行への集中）に象徴的に見られる、
金融庁による不良債権処理加速化要請の存在
可能性、等の問題点を指摘している。 
以上のように、機構の評価には両論が存在
し、その最終的な評価に関しては、今後の研
究に委ねざるを得ない。しかし、論者の立場
を問わず、従来ともすれば色眼鏡で見られて
いた事業再生ビジネスに対する社会的認知度
を、機構がその活動を通じて向上させ、また
事業再生モデルを一般に示したこと等に関し
てはコンセンサスを獲得している。 
機構が設立された当時、わが国において、
民間セクターにおける企業再生ビジネスは、
リップルウッド・ホールディングスによる旧
日本長期信用銀行の再生等を契機として、欧
米に遅ればせながら少しずつ根付き始めてい
た。しかし一般的には、再生ビジネスに対す
る「ハゲタカ」イメージの先行等、十分に認
知されているとは言いがたい状況にあった。
企業の参入―退出や事業継承のプロセスの円
滑化は、事業価値の保全や雇用機会の安定化、
ひいては我が国の産業活動の安定化に寄与す
ると考えられる。そうした意味で、事業再生
は健全な市場メカニズムの構築の上で不可欠
な存在であるが、我が国ではそうした機能に
対する評価が十分になされてこなかった。機
構の活動が契機となって、今後は民主体の再
生ビジネスが、従来以上に前向きに評価され
ることを期待する。 
